
資料１　一般会計局・区別予算額
(単位：千円)

平成３１年度
当初予算額

平成３０年度
当初予算額(※)

増　　減

439,825 435,398 4,427

757,607 1,764,857 △ 1,007,250

2,245,137 2,969,558 △ 724,421

57,877,753 55,831,846 2,045,907

10,930,228 16,525,673 △ 5,595,445

13,468,141 9,035,903 4,432,238

131,804,132 128,891,300 2,912,832

72,303,555 68,488,650 3,814,905

16,300,968 15,003,664 1,297,304

22,281,130 15,870,628 6,410,502

30,295,892 37,914,775 △ 7,618,883

38,073,778 35,161,759 2,912,019

257,229 263,122 △ 5,893

241,842 253,726 △ 11,884

272,252 317,825 △ 45,573

306,446 312,017 △ 5,571

563,942 310,033 253,909

161,090 180,743 △ 19,653

234,357 257,889 △ 23,532

209,616 227,526 △ 17,910

257,518 258,551 △ 1,033

460,168 477,431 △ 17,263

5,122,721 4,694,587 428,134

139,792 128,883 10,909

26,871,867 36,148,533 △ 9,276,666

1,370,766 1,373,917 △ 3,151

1,215,841 133,166 1,082,675

25,467 26,115 △ 648

9,709 9,735 △ 26

50,588 52,475 △ 1,887農 業 委 員 会 事 務 局

※　平成30年度当初予算額は、組織改正等による事業移管等により、平成30年度の予算書と異なっている場合があります。
　　また、職員人件費は含まれません。

出 納 室

教 育 委 員 会 事 務 局

議 会 局

選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局

人 事 委 員 会 事 務 局

監 査 事 務 局

消 防 局

建 設 局

西 区

北 区

大 宮 区

見 沼 区

中 央 区

桜 区

浦 和 区

南 区

緑 区

岩 槻 区

都 市 局

局　・　区　名

市 長 公 室

都 市 戦 略 本 部

総 務 局

財 政 局

市 民 局

ス ポ ー ツ 文 化 局

保 健 福 祉 局

子 ど も 未 来 局

環 境 局

経 済 局
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人件費 扶助費 公債費 補助事業 単独事業
国直轄事
業負担金

1,711,147 1,326,111 1,326,111 0 0 135,510 0 0 0 0

<0.3%> (77.5%) (77.5%) (0.0%) (0.0%) (7.9%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

53,615,172 17,791,057 17,791,057 0 0 17,138,765 11,731,616 943,200 10,788,416 0

<9.6%> (33.2%) (33.2%) (0.0%) (0.0%) (32.0%) (21.9%) (1.8%) (20.1%) (0.0%)

200,297,985 142,416,456 15,463,974 126,952,482 0 10,614,082 5,420,995 2,488,239 2,932,756 0

<36.0%> (71.1%) (7.7%) (63.4%) (0.0%) (5.3%) (2.7%) (1.2%) (1.5%) (0.0%)

42,771,565 9,891,043 7,794,893 2,096,150 0 23,187,298 5,151,413 13,828 5,137,585 0

<7.7%> (23.1%) (18.2%) (4.9%) (0.0%) (54.2%) (12.0%) (0.0%) (12.0%) (0.0%)

231,168 55,889 55,889 0 0 89,776 0 0 0 0

<0.0%> (24.2%) (24.2%) (0.0%) (0.0%) (38.8%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

1,536,649 618,837 618,837 0 0 390,871 164,374 0 164,374 0

<0.3%> (40.3%) (40.3%) (0.0%) (0.0%) (25.4%) (10.7%) (0.0%) (10.7%) (0.0%)

21,687,610 574,494 574,494 0 0 495,958 268,393 1,500 266,893 0

<3.9%> (2.6%) (2.6%) (0.0%) (0.0%) (2.3%) (1.2%) (0.0%) (1.2%) (0.0%)

74,010,072 5,661,853 5,661,853 0 0 7,274,719 44,429,214 17,209,913 26,819,301 400,000

<13.3%> (7.7%) (7.7%) (0.0%) (0.0%) (9.8%) (60.0%) (23.3%) (36.2%) (0.5%)

18,378,526 13,355,602 13,355,602 0 0 1,850,734 2,966,697 0 2,966,697 0

<3.3%> (72.7%) (72.7%) (0.0%) (0.0%) (10.1%) (16.1%) (0.0%) (16.1%) (0.0%)

88,950,637 65,570,364 64,686,928 883,436 0 15,930,267 5,903,068 1,347,878 4,555,190 0

<16.0%> (73.7%) (72.7%) (1.0%) (0.0%) (17.9%) (6.6%) (1.5%) (5.1%) (0.0%)

5 0 0 0 0 0 0 0 0 0

<0.0%> (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

53,439,464 53,362,411 0 0 53,362,411 0 0 0 0 0

<9.6%> (99.9%) (0.0%) (0.0%) (99.9%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

200,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

<0.0%> (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

556,830,000 310,624,117 127,329,638 129,932,068 53,362,411 77,107,980 76,035,770 22,004,558 53,631,212 400,000

〈100.0%〉 (55.8%) (22.9%) (23.3%) (9.6%) (13.8%) (13.7%) (4.0%) (9.6%) (0.1%)

※区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額が一致しません。

※性質別の内訳は今後変更となる場合があります。

　<    >・・・歳出総額に占める各目的別歳出の割合

　(    )・・・各目的別歳出総額に占める性質別歳出の割合

歳出合計

8 土木費

9 消防費

11

公債費

災害
復旧費

12

13 予備費

10 教育費

物件費

普 通 建 設 事 業 費義 務 的 経 費

1 議会費

歳出合計
〈目的別割合〉

民生費

2 総務費

3

4 衛生費

5

7 商工費

労働費

6
農林

水産業
費

目的

性質

目的

性質

資料２ 目的別・性質別歳出予算一覧
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(単位:千円）

0 0 249,526 0 0 0 0 0

(0.0%) (0.0%) (14.6%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

0 1,611,490 3,770,317 1,547,426 24,500 1 0 0

(0.0%) (3.0%) (7.0%) (2.9%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

0 144,781 10,918,306 8,129 0 152,150 30,623,086 0

(0.0%) (0.1%) (5.5%) (0.0%) (0.0%) (0.1%) (15.3%) (0.0%)

0 121,516 3,512,386 42,919 156,703 677,800 30,487 0

(0.0%) (0.3%) (8.2%) (0.1%) (0.4%) (1.6%) (0.1%) (0.0%)

0 2,300 23,796 0 0 59,407 0 0

(0.0%) (1.0%) (10.3%) (0.0%) (0.0%) (25.7%) (0.0%) (0.0%)

0 9,365 148,997 15,910 0 0 188,295 0

(0.0%) (0.6%) (9.7%) (1.0%) (0.0%) (0.0%) (12.3%) (0.0%)

0 8,325 1,254,317 0 0 19,086,123 0 0

(0.0%) (0.0%) (5.8%) (0.0%) (0.0%) (88.0%) (0.0%) (0.0%)

0 2,456,828 5,730,573 7,157 0 5,504,294 2,945,434 0

(0.0%) (3.3%) (7.7%) (0.0%) (0.0%) (7.4%) (4.0%) (0.0%)

0 8,057 197,436 0 0 0 0 0

(0.0%) (0.0%) (1.1%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

0 914,053 563,971 714 0 68,200 0 0

(0.0%) (1.0%) (0.6%) (0.0%) (0.0%) (0.1%) (0.0%) (0.0%)

5 0 0 0 0 0 0 0

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

0 0 0 0 0 0 77,053 0

(0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.1%) (0.0%)

0 0 0 0 0 0 0 200,000

(0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%)

5 5,276,715 26,369,625 1,622,255 181,203 25,547,975 33,864,355 200,000

(0.0%) (1.0%) (4.7%) (0.3%) (0.0%) (4.6%) (6.1%) (0.0%)

投資及び
出資金

貸付金 繰出金
災害復旧
事業費

維持補修費 補助費等 積立金 予備費
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資料３　さいたま市の財政状況

（１） 市債発行額・公債費・プライマリーバランスの推移（一般会計）

＜市債発行額・公債費の推移 ＞ （単位：億円）

31年度

当初予算 決算 当初予算 決算 当初予算 決算 当初予算 決算 当初予算 決算見込 当初予算

593 541 522 422 479 429 586 609 680 610 543

臨時財政対策債を
除いた市債額 ①’ 418 355 337 292 370 320 449 471 547 504 453

480 479 467 455 489 482 503 500 513 508 533

臨時財政対策債を
除いた公債費 ②’ 390 390 353 345 364 357 369 367 367 363 378

△ 113 △ 62 △ 55 33 11 53 △ 84 △ 110 △ 167 △ 102 △ 10

△ 29 35 16 53 △ 6 37 △ 80 △ 104 △ 180 △ 141 △ 75

※区分ごとに四捨五入しているため、プライマリーバランスと各数値の差は一致しない。

※借換債発行分を除く。
※公債費には、市債の償還に係る元金及び利子を計上している。

29年度 30年度

プライマリーバランス
（②’-①’）

市債発行総額 ①

公債費 ②

プライマリーバランス
（②-①）

26年度 27年度 28年度

△ 113

△ 55

11

△ 84

△ 167

△ 10

△ 62

33
53

△ 110

△ 102

△ 200

△ 100

0

100

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

プライマリーバランス【当初予算】 プライマリーバランス【決算】

△ 29

16

△ 6 △ 80

△ 180

△ 75

35 53
37

△ 104

△ 141

△ 200

△ 100

0

100

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

プライマリーバランス【当初予算】 プライマリーバランス【決算】

プライマリーバランスの状況（臨時財政対策債除く）

〔臨時財政対策債とは？〕
地方の財源不足を補てんするため特例的に認められる地方債。その返済（元利償還金）は、後年度地方交付税で全額、財政措置
される。

（単位：億円）

決算

プライマリーバランスの状況（臨時財政対策債含む）

当初予算

（単位：億円）

当初予算

決算
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（２）市債残高の状況

＜全会計市債残高推移＞ （単位：億円）

会計区分
平成29年度末
現　在　高

平成30年度末
現在高見込額

平成31年度
起債見込額

平成31年度
元金償還見込額

平成31年度末
現在高見込額

一般会計 4,552 4,706 543 505 4,744

特別会計 130 119 11 26 105

企業会計 2,369 2,484 298 170 2,611

合計 7,051 7,308 853 701 7,460

＊区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計数値は一致しない。

＊起債見込額、元金償還見込額は借換債発行分を除く。

＜市民一人当たりの市債残高推移＞ （単位：千円）

会計区分
平成29年度末
現　在　高

平成30年度末
現在高見込額

平成31年度
起債見込額

平成31年度
元金償還見込額

平成31年度末
現在高見込額

一般会計 352 361 42 39 364

特別会計 10 9 1 2 8

企業会計 183 191 23 13 201

合計 545 561 66 54 573

1,294,343人

H30年4月1日現在

＊区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計数値は一致しない。

＊起債見込額、元金償還見込額は借換債発行分を除く。

＜市債残高の推移（一般会計）＞

※平成30・31年度は見込額。

人口
(住基人口)

1,302,256人

H31年1月1日現在

2,483 2,451 2,430 2,548 2,725 2,814 

1,941 1,979 1,982 2,004 1,981 1,930 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

市債残高（臨時財政対策債除く） 臨時財政対策債残高

（単位：億円）

4,424 4,430 4,412 4,552
4,706 4,744
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（３）基金残高
（単位：千円）

（Ｐ．88） 18,985,157 18,990,183 18,991,193 15,385,066 6,507,851

（Ｐ．89） 6,166,334 6,167,707 6,167,894 2,668,969 175,144

（Ｐ．51） 4,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000

（Ｐ．574） 70,803 69,825 68,039 65,126 62,212

（Ｐ．536） 36,291 36,323 36,330 36,410 36,447

（Ｐ．567） 149,913 150,384 150,853 151,312 0

（Ｐ．163） 140,768 136,733 130,526 128,189 121,318

（Ｐ．290） 12,021 12,032 12,034 12,047 12,060

（Ｐ．288） 77,698 80,009 80,603 80,778 78,718

（Ｐ．337） 7,153,159 7,154,119 7,154,477 4,156,970 1,664,127

（Ｐ．50） 29,178 29,515 29,612 29,642 29,672

（Ｐ．209） 65,033 72,544 80,033 87,698 95,298

（Ｐ．52） 3,475,847 3,976,175 4,476,550 4,976,940 5,482,417

（Ｐ．117） 2,587 2,403 2,999 2,600 1,841

（Ｐ．87） 2,700,746 3,082,261 3,161,791 3,243,172 3,292,398

（Ｐ．131） 492,617 338,943 331,893 324,085 313,261

（Ｐ．140） 49,000 49,604 49,694 45,353 41,695

43,607,152 44,348,760 44,924,521 35,394,357 21,914,459

（Ｐ．214） 4,932,962 4,086,337 3,770,744 2,944,947 650,957

（Ｐ．217） 4,539,320 5,291,454 6,220,331 5,483,951 4,346,923

（Ｐ．99） 16,882,639 16,886,034 18,213,663 17,884,910 17,621,803

26,354,921 26,263,825 28,204,738 26,313,808 22,619,683

9,472,282 9,377,791 9,991,075 8,428,898 4,997,880

うち満期一括償還等積立 16,882,639 16,886,034 18,213,663 17,884,910 17,621,803

69,962,073 70,612,585 73,129,259 61,708,165 44,534,142

53,079,434 53,726,551 54,915,596 43,823,255 26,912,339

16,882,639 16,886,034 18,213,663 17,884,910 17,621,803

うち満期一括償還等積立を除く

うち満期一括償還等積立

特

別

会

計

介護保険保険給付費等準備
基金
減債基金
(満期一括償還等積立)

計

合計

うち満期一括償還等積立を除く

公共施設マネジメント基金

文化芸術都市創造基金

スポーツ振興基金

国民健康保険財政調整基金

計

市民活動及び協働の推進基金

一

般

会

計

財政調整基金

減債基金(通常目的積立)

合併振興基金

学校災害救済基金

教育振興基金

与野郷土資料館整備基金
（31年度基金条例廃止予定）

ふれあい福祉基金

一般廃棄物処理施設整備
基金

リサイクル基金

都市開発基金

高速鉄道東京7号線整備
基金

墓地基金

庁舎整備基金

31 年 度末
残高見込

基 金 名
29 年 度末
現 在 高

30 年 度末
残高見込

27 年 度末
現 在 高

28 年 度末
現 在 高

本紙
参照頁
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平成 29 年度決算に基づく、本市の健全化判断比率と公営企業の資金不足比率 

は下表のとおりですが、いずれの指標も国の定める基準を下回っており、財 

政の健全性を維持しています。 

１．健全化判断比率                     （単位：％） 

 さいたま市 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率    １１．２５    ２０ 

連結実質赤字比率     １６．２５    ３０ 

実質公債費比率 ５．１    ２５    ３５ 

将来負担比率   １５．３   ４００ 

※実質赤字比率、連結実質赤字比率は赤字がないため「－」と表記しています。

２．資金不足比率             （単位：％）

 さいたま市 経営健全化基準 

すべての企業会計     ２０ 

※資金不足比率は企業会計ごとに算定しています。また、資金不足が生じていない 

ため「－」と表記しています。

一

般

会

計

特

別

会

計

（
用
地
先
行
取
得
、
公
債
管
理
等
）

一
部
事
務
組
合

（
浦
和
競
馬
組
合
等
）

公
営
企
業
会
計

（
水
道
、
病
院
、
下
水
道
等
）

一
部
事
務
組
合
・
出
資
法
人

特

別

会

計

（
国
民
健
康
保
険
、
介
護
保
険
等
）

出
資
法
人
等

（
土
地
区
画
整
理
組
合
等
）

公
営
事
業
会
計

一
般
会
計
等

市

の

全

会

計

対

象

範

囲実質赤字比率 

連結実質赤字比率 

実質公債費比率 

将来負担比率 

<参考> 健全化判断比率の対象範囲 

（４）財政指標  

＜平成 29 年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率＞
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単位 順位 さいたま市
政令市平均

(単純) 札 幌 市 仙 台 市 千 葉 市 横 浜 市 川 崎 市 相 模 原 市 新 潟 市

歳 入 百万円 533,213 696,533 980,748 520,511 442,271 1,705,236 700,799 292,559 407,247

歳 出 百万円 524,654 688,217 966,533 504,720 438,330 1,682,029 697,012 283,548 403,937

3 0.98 0.87 0.73 0.91 0.94 0.97 1.00 0.91 0.73

％ 7 54.1 49.1 42.3 54.0 55.8 55.7 59.6 50.5 41.0

％ 12 1.3 1.6 1.5 1.3 1.3 1.4 0.2 4.7 1.3

％ 9 97.5 96.3 93.6 98.5 96.9 97.9 100.5 98.4 92.4

％ 4 (102.2) (105.6) (104.8) (108.2) (106.3) (104.5) (100.5) (110.0) (105.9)

％ 3 5.1 8.8 2.8 8.2 15.8 13.3 6.9 2.9 10.9

％ 2 15.3 99.8 63.8 101.1 159.4 145.6 121.7 39.0 146.1

百万円 7 447,506 902,570 1,049,617 770,894 701,487 2,364,112 827,963 264,169 600,079

千円 2 346 642 538 727 725 632 556 368 753

％ 43.9 36.2 29.8 36.7 40.2 42.6 44.4 39.1 29.7

％ 1.4 6.1 10.8 5.2 3.0 1.5 0.1 4.6 13.1

％ 16.5 18.9 22.4 16.0 16.6 17.9 17.9 18.5 16.7

％ 11.8 10.8 10.6 9.4 9.1 9.3 7.7 9.4 15.0

％ 56.2 57.6 55.5 54.4 57.3 58.1 57.4 61.8 50.7

人 件 費 ％ 23.1 21.4 16.9 22.3 21.7 20.7 21.1 24.6 21.9

扶 助 費 ％ 23.3 25.1 30.1 20.5 23.0 26.5 26.0 28.2 19.3

公 債 費 ％ 9.8 11.1 8.4 11.6 12.6 10.9 10.3 9.0 9.6

％ 12.8 10.4 8.8 11.7 11.0 9.4 9.6 12.3 11.7

％ 4.1 6.7 6.5 7.5 6.2 8.4 8.2 5.6 8.2

％ 15.0 11.1 11.3 11.8 7.7 12.0 13.9 6.8 14.1

人 1,292,016 1,372,289 1,952,348 1,060,545 967,832 3,737,845 1,488,031 718,192 796,773

※各種指標については、表示桁数以下を四捨五入して掲載している。

※浜松市の将来負担比率は、充当可能財源が将来負担額を上回り、算定されないため「-」と表示。政令市平均の算出に当たっては、０として算入。

人口
(H30.1.1総務省HPから)

財 政 力 指 数

(除臨時財政対策債)

経 常 収 支 比 率

地 方 交 付 税

市 税

将 来 負 担 比 率

実 質 収 支 比 率

普 通 建 設 事 業 費

物 件 費

市 債

自 主 財 源 比 率

主
な
歳
入
構
成
比

財

政

指

標

等

補 助 費 等

区 分

主
な
性
質
別
歳
出
の
構
成
比

義 務 的 経 費

国 庫 支 出 金

地 方 債 現 在 高 計

決算
規模

実 質 公 債 費 比 率

人 口 1 人 あ た り

＜各種財政指標における政令指定都市比較（H29年度決算普通会計ベース）＞
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静 岡 市 浜 松 市 名 古 屋 市 京 都 市 大 阪 市 堺 市 神 戸 市 岡 山 市 広 島 市 北 九 州 市 福 岡 市 熊 本 市

314,840 337,091 1,164,858 764,305 1,742,817 401,828 834,311 329,342 611,538 556,353 868,018 422,783

308,114 328,713 1,158,446 761,876 1,740,813 397,393 825,440 318,358 607,656 551,961 854,727 410,086

0.91 0.89 0.99 0.81 0.93 0.84 0.80 0.80 0.84 0.73 0.89 0.72

48.3 48.5 60.4 47.2 55.1 40.1 47.8 45.1 45.5 44.0 54.7 33.3

2.5 3.1 0.5 0.1 0.0 1.2 0.6 4.0 0.8 0.8 2.2 3.3

94.0 91.6 99.2 98.4 98.3 97.7 99.4 89.3 98.2 99.4 92.5 92.2

(104.1) (102.7) (103.7) (98.9) (107.2) (110.7) (111.5) (100.1) (110.7) (112.7) (102.3) (104.5)

7.3 7.4 10.5 12.8 5.7 5.6 6.6 7.0 13.8 12.2 11.7 8.8

56.9 - 125.0 197.4 65.2 22.9 78.8 18.3 199.6 175.6 135.5 127.8

426,794 259,383 1,444,060 1,321,248 2,069,777 428,454 1,089,328 320,722 1,018,043 995,173 1,220,521 432,065

604 321 631 933 766 510 706 452 852 1,036 798 588

40.3 39.1 44.3 34.7 38.8 33.4 32.8 35.0 34.3 28.3 33.8 23.5

5.0 6.7 0.9 8.5 3.0 7.5 8.2 9.5 7.0 11.1 4.4 10.7

16.9 16.0 16.8 19.1 23.2 24.0 18.7 18.3 20.9 19.6 18.8 23.2

12.8 11.1 6.0 11.4 6.8 12.6 11.6 11.4 12.5 12.8 9.2 14.9

56.4 55.8 59.4 61.6 64.1 61.1 61.8 58.9 60.7 56.7 53.1 50.6

24.0 23.7 21.9 22.2 17.3 21.2 22.5 24.1 22.3 20.1 16.3 19.4

20.1 20.5 25.8 27.3 31.7 31.3 25.0 24.9 26.2 24.3 25.1 23.4

12.3 11.5 11.7 12.1 15.1 8.6 14.4 9.9 12.2 12.3 11.8 7.7

10.7 11.8 7.6 6.8 6.4 11.1 9.1 9.3 10.0 9.8 9.6 18.1

8.2 5.6 8.8 7.1 6.6 6.4 6.7 6.2 7.4 5.1 6.5 4.9

14.1 13.4 8.2 8.1 6.6 11.8 11.2 12.2 9.0 12.2 10.4 11.4

706,287 807,013 2,288,240 1,415,775 2,702,432 840,622 1,542,935 709,188 1,195,327 961,024 1,529,040 734,317
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　〔事業費総額〕　１，４１９．６億円（うち一般財源　７４９．９億円）

　〔社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費に充てる引上げ分の地方消費税交付金額〕　９０．５億円

（単位：千円）

国県支出金 市債 その他
引上げ分
地方消費税
交付金

その他

障害者福祉費 障害者福祉費 10,794,474 4,595,960 0 796,011 576,931 4,825,572

老人福祉費 1,418,352 9,782 0 514,970 95,428 798,172

老人福祉施設費 43,200 43,200 0 0 0 0

児童福祉総務費 83,408 17,537 0 107 7,023 58,741

児童福祉費 27,933,212 19,842,564 0 354,166 880,891 6,855,591

児童福祉施設費 42,364,485 16,643,023 1,126,100 4,914,961 3,023,045 16,657,356

障害児総合療育施設費 538,582 7,246 23,700 438,056 10,889 58,691

生活保護費 扶助費 15,031,163 11,260,311 0 0 402,688 3,368,164

介護保険費 介護保険費 2,717 392 0 1 248 2,076

教育費 幼稚園費 幼稚園振興費 3,000 0 0 0 469 2,531

98,212,593 52,420,015 1,149,800 7,018,272 4,997,612 32,626,894

老人福祉費 老人福祉費 11,320,544 1,455,348 0 0 1,053,500 8,811,696

介護保険費 介護保険費 10,815,274 126,825 0 0 1,145,563 9,542,886

国民健康保険費 国民健康保険費 4,921,284 3,000,151 0 2,150 222,314 1,696,669

27,057,102 4,582,324 0 2,150 2,421,377 20,051,251

保健衛生総務費 2,411,095 839,233 0 88,130 194,554 1,289,178

予防費 10,318,850 741,989 0 4,329 1,022,246 8,550,286

保健所費 497,488 17,860 0 39,070 47,047 393,511

健康科学研究センター費 146,216 13,177 0 21 14,205 118,813

環境衛生費 4,778 0 0 0 510 4,268

高等看護学院費 70,961 0 0 49,932 2,246 18,783

病院費 病院費 3,241,916 0 0 0 346,203 2,895,713

16,691,304 1,612,259 0 181,482 1,627,011 13,270,552

141,960,999 58,614,598 1,149,800 7,201,904 9,046,000 65,948,697

※引上げ分の地方消費税交付金については、各経費にあん分して充当している。

資料４　地方消費税交付金（社会保障財源分）の使途

　消費税率引上げによる増収分は、全て社会保障の充実・安定化に向けることとしていることを踏まえ、その充当の状況について
明示するためのものです。

項
目

予　算　科　目

予算額

財　源　内　訳

款 項 目

特定財源 一般財源

社
会
福
祉

児童福祉費

民生費

老人福祉費

小計③

合計　①＋②＋③

小計①

社
会
保
険

民生費

小計②

保
健
衛
生

衛生費

保健衛生費
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